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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

第２四半期連結
累計期間

第42期
第２四半期連結
累計期間

第41期
第２四半期連結
会計期間

第42期
第２四半期連結
会計期間

第41期

会計期間

自　平成20年
４月１日

至　平成20年
９月30日

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成20年
７月１日

至　平成20年
９月30日

自　平成21年
７月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成20年
４月１日

至　平成21年
３月31日

売上高（百万円） 76,052 89,829 40,199 49,722 166,778

経常利益（百万円） 1,365 1,059 738 510 2,322

四半期（当期）純利益（百万円） 618 657 312 107 1,135

純資産額（百万円） － － 18,539 18,445 18,184

総資産額（百万円） － － 45,770 49,953 54,661

１株当たり純資産額（円） － － 1,590.761,646.641,599.08

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
52.69 57.95 26.74 9.47 97.64

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 40.5 36.9 33.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,723 2,817 － － 951

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△537 △108 － － △851

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△671 △3,447 － － △975

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 6,351 4,206 4,945

従業員数（人） － － 868 978 1,008

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　      ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 978 (474)

　（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時従業員数（パートタイマーは含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は（　）内に当第２

四半期連結会計期間の平均人数（１日7.5時間換算）を外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 389 (32)

　　　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数

（パートタイマーは含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人数（１

日7.5時間換算）を外数で記載しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ハピネット(E02869)

四半期報告書

 3/27



第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当第２四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）

玩具事業（百万円） 11,731 101.3

映像音楽事業（百万円） 14,259 203.8

ビデオゲーム事業（百万円） 11,513 97.5

アミューズメント事業（百万円） 2,917 76.8

その他事業（百万円） 1,792 123.9

合計（百万円） 42,214 118.5

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）

玩具事業（百万円） 14,121 106.6

映像音楽事業（百万円） 16,947 213.7

ビデオゲーム事業（百万円） 12,188 98.2

アミューズメント事業（百万円） 4,334 87.6

その他事業（百万円） 2,130 127.5

合計（百万円） 49,722 123.7

　（注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

アマゾン・ドット・コム　インターナ

ショナル　セールスインク
5,425　　　　13.5 5,080　　　　10.2

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

(1)業績の状況　

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年来の世界経済の急速な景気後退の影響により企業収益が

悪化しており、雇用情勢も厳しさが増す中で、個人消費につきましても、引き続き厳しい状況で推移いたしました。

当社グループの関連業界におきましては、玩具市場では、一部のキャラクター商材が好調に推移したものの、少子

化や消費者ニーズの多様化により、引き続き厳しい環境で推移しております。映像音楽市場では、ブロードバンド

インフラの普及を背景にインターネットにおけるコンテンツの配信等が進んでおり、パッケージ市場が苦戦を強

いられており、ビデオゲーム市場につきましても、ハードの普及の一巡やソフトのタイトル数不足により低調に推

移いたしました。

　 　このような状況の中、当社グループは当連結会計年度よりスタートした第５次中期経営計画に基づき、エンタテイ

ンメント総合商社としての基盤の強化を図るために、事業構造改革の推進や市場シェア拡大策を図ってまいりま

した。　

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は49,722百万円（前年同四半期比23.7%増）、営業利益は502百

万円（同28.8%減）、経常利益は510百万円（同30.9%減）、四半期純利益は107百万円（同65.7%減）となりまし

た。

　　 

　　 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

 

　 ①玩具事業

 　　　中核事業であります当事業は、引き続き厳しい市場環境で推移している中、主力のバンダイ商材で「仮面ライ

ダー　ディケイド」、「フレッシュ　プリキュア！」をはじめとした男女児キャラクターが好調に推移し、当社グ

ループとしては順調に推移いたしました。　　 　

　　 　この結果、売上高は14,121百万円（前年同四半期比6.6％増）、営業利益は391百万円（同1.0％増）となりまし

た。

　 

　 ②映像音楽事業

 　　　売上高につきましては、市場全体が低迷する中、平成21年３月に音楽・映像ソフトの販売大手であります株式会

社ウイントを子会社化したことにより、当社グループの当事業における流通シェアが拡大し、前年同四半期を大

幅に上回りました。

　　 　利益面に関しましては、共同製作出資作品の「クローズＺＥＲＯⅡ」等のヒット作があったものの、子会社にお

いて在庫効率化を図る事を目的に在庫評価の見直しを実施したことや、のれん代の影響等により苦戦を強いら

れました。

　 　　この結果、売上高は16,947百万円（前年同四半期比113.7％増）、営業損失は101百万円（前年同四半期は360百万

円の営業利益）となりました。　

 

　 ③ビデオゲーム事業

 　　　市場全体が好調だった前年同四半期を大幅に下回って推移している中、当社グループにおきましても、市場を牽

引するようなヒット作がなかったことにより、苦戦を強いられました。

　この結果、売上高は12,188百万円（前年同四半期比1.8％減）、営業利益は236百万円（同40.3％減）となりま

した。　

  

　 ④アミューズメント事業

　 　　玩具自動販売機商材で市場を牽引するようなリード商材がなかったものの、バンダイ「仮面ライダーバトル　ガ

ンバライド」をはじめとしたキッズカードゲーム機が好調に推移いたしました。

     　利益面に関しましては、事業構造改革の効果により大幅に改善されました。

　この結果、売上高は4,334百万円（前年同四半期比12.4％減）、営業利益は270百万円（前年同四半期は101百万

円の営業損失）となりました。 
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　 ⑤その他事業

 　　　主力のコンビニエンスストア向けのトレーディングカードでバンダイ「バトルスピリッツ」、タカラトミー

「デュエルマスターズ」などのヒット商品があったことにより、売上高、利益とも好調に推移いたしました。

　この結果、売上高は2,130百万円（前年同四半期比27.5％増）、営業利益は30百万円（同25.0％増）となりまし

た。　

　

　　 　なお、従来、「映像関連事業」として事業区分をしていたものを、当第１四半期連結会計期間より「映像音楽事

業」と名称を変更いたしました。この変更による損益に与える影響はございません。 　　

  

(2)キャッシュ・フローの状況　

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期

間末に比べて488百万円増加し、4,206百万円となりました。

　　   　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　　　　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により増加した資金は、1,526百万円（前年同四半期は1,509百万円の減少）となりました。これは主に

税金等調整前四半期純利益402百万円と、売上債権の増加5,735百万円、仕入債務の増加3,132百万円、たな卸資産の

減少2,111百万円等によるものであります。

　　　　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により使用した資金は、90百万円（前年同四半期は365百万円の使用）となりました。これは主に無形固

定資産の取得259百万円と、定期預金の払戻による収入200百万円によるものであります。

　　　　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により使用した資金は、947百万円（前年同四半期は124百万円の使用）となりました。これは主に短期

借入金の返済による支出600百万円と、自己株式の取得による支出216百万円によるものであります。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題　

　　　 　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)研究開発活動

　　　 　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、６百万円であります。

　　　 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　　　　当社グループを取り巻く事業環境は、少子化や消費者嗜好の多様化等の影響により、厳しい市場環境で推移しており

ます。　　　

　　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、本年度より３ヵ年計画の第５次中期経営計画「ＣＡＰ

１１」（キャップイレブン）を策定し、スローガンとして「エンタテインメント総合商社としての基盤の強化」と

掲げました。

　当計画の基本方針は、以下の通りであります。 　

　①利益構造改革の推進

　②流通基盤の更なる強化

　③オリジナル・独占販売商品事業の構築 

　「利益構造改革の推進」とは、各事業において徹底的な効率化を推進し、グループ全社で売上高対経常利益率

1.5％以上を目標に、収益構造の再構築を図ってまいります。「流通基盤の更なる強化」とは、エンタテインメント

市場におけるソフトパッケージ総合商社として、各事業において売上シェアＮｏ．１を目指してまいります。

　また、「オリジナル・独占販売商品事業の構築」とは、映像音楽事業においてオリジナル商品、ビデオゲーム事業

・玩具事業においては独占販売商品および優先販売商品で、それぞれ売上高100億円を目指せる体制を構築してま

いります。

　以上の基本方針の実行により、当連結会計年度は、売上高2,000億円、経常利益25億円を目指してまいります。　

　 

(6)資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　「（2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。
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(7)経営者の問題認識と今後の方針について

　　当社グループを取り巻く市場環境は、少子化や消費者ニーズの多様化等、今後とも厳しい状況が続くと予測されま

す。

　当社グループといたしましては、これまで積極的に構築してきた、情報・物流システムはもちろんのこと、中間流

通業として培ってきた経営力、管理手法、情報収集・発信機能を重視した販売システム等の基盤の強化を図るとと

もに、エンタテインメント市場におけるソフトパッケージ総合商社として、各事業の市場シェア拡大を推進し、更

なる成長・発展への経営基盤の確立を目指してまいります。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,025,000 12,025,000
東京証券取引所市場

第一部

単元株式数

100株　

計 12,025,000 12,025,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

  　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 12,025,000 － 2,751 － 2,775
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社バンダイナムコホールディン
グス

東京都品川区東品川四丁目５番15号 2,941 24.46

いちごアセットトラスト

（常任代理人香港上海銀行東京支店）

SECOND FLOOR,COMPASS CENTRE,P.O.BOX
448,SHEDDEN ROAD,GEORGE TOWN,GRAND
CAYMAN KY1-1106,CAYMAN ISLANDS
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

1,168 9.71

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 804 6.69

河合　洋 東京都墨田区 600 4.99

井平　康彦 大阪府枚方市 390 3.24

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（中央三井アセット信託銀
行再信託分・株式会社三井住友銀行
退職給付信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 338 2.81

資産管理サービス信託銀行株式会社

（年金信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 321 2.67

有限会社オリエント 大阪府大阪市城東区東中浜五丁目８番16号 305 2.54

ハピネット社員持株会 東京都台東区駒形二丁目４番５号 214 1.78

株式会社サンリバー 東京都墨田区向島五丁目31番２号 203 1.69

計 － 7,289 60.61

　（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数はすべて

信託業務に係るものであります。    

２．上記のほか、自己株式が823千株あります。

３．みずほ証券株式会社及びその共同保有者であるみずほ信託銀行株式会社、みずほ投信投資顧問株式会社か

ら、平成21年５月22日付の変更報告書により、平成21年５月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有し

ている旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数

の確認ができません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 株式　　　　0　 0.00

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 株式　485,700　 4.04

みずほ投信投資顧問株式会社

　
東京都港区三田三丁目５番27号　 株式　 37,200　 0.31
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  　 823,100
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  11,131,400 111,314 ―

単元未満株式 普通株式　　　70,500 ― ―

発行済株式総数   12,025,000 ― ―

総株主の議決権 ― 111,314 ―

　 

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ハピネット
東京都台東区駒形

二丁目４番５号
823,100 ― 823,100 6.84

計 ― 823,100 ― 823,100 6.84

　

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 1,247 1,201 1,170 1,230 1,330 1,350

最低（円） 1,100 1,117 1,119 1,121 1,166 1,220

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。　

(１）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
専務執行役員
最高財務責任者兼
経営本部長　

取締役
常務執行役員
最高財務責任者兼
経営本部長　

浅津　英男 平成21年11月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,206 5,463

受取手形及び売掛金 25,307 25,149

商品 7,718 9,325

貯蔵品 17 20

その他 3,752 5,533

貸倒引当金 △418 △629

流動資産合計 40,585 44,864

固定資産

有形固定資産 ※1
 1,826

※1
 1,952

無形固定資産

のれん 1,635 1,868

その他 2,620 2,620

無形固定資産合計 4,255 4,488

投資その他の資産

投資有価証券 1,700 1,742

その他 1,842 1,747

貸倒引当金 △255 △133

投資その他の資産合計 3,286 3,355

固定資産合計 9,368 9,797

資産合計 49,953 54,661

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 20,738 20,748

短期借入金 2,350 5,140

1年内返済予定の長期借入金 300 380

未払法人税等 108 433

賞与引当金 446 445

ポイント引当金 5 6

事業構造改善引当金 376 1,189

返品調整引当金 36 49

その他 4,113 4,778

流動負債合計 28,476 33,171

固定負債

長期借入金 285 430

退職給付引当金 1,410 1,356

負ののれん 109 128

その他 1,227 1,389

固定負債合計 3,031 3,305

負債合計 31,508 36,476
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,751 2,751

資本剰余金 2,776 2,776

利益剰余金 13,815 13,328

自己株式 △1,116 △900

株主資本合計 18,226 17,955

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 219 228

繰延ヘッジ損益 △0 0

評価・換算差額等合計 218 229

純資産合計 18,445 18,184

負債純資産合計 49,953 54,661
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 76,052 89,829

売上原価 65,966 79,146

売上総利益 10,085 10,683

販売費及び一般管理費 ※
 8,858

※
 9,752

営業利益 1,226 930

営業外収益

受取利息 7 4

受取配当金 37 30

負ののれん償却額 12 18

保険解約返戻金 33 －

匿名組合投資利益 － 58

その他 71 68

営業外収益合計 162 179

営業外費用

支払利息 5 32

為替差損 5 －

リース解約損 5 －

その他 7 19

営業外費用合計 23 51

経常利益 1,365 1,059

特別利益

固定資産売却益 5 3

投資有価証券売却益 19 11

貸倒引当金戻入額 － 57

特別利益合計 24 72

特別損失

固定資産売却損 9 0

固定資産除却損 12 38

投資有価証券売却損 9 1

投資有価証券評価損 30 0

減損損失 56 －

子会社株式売却損 － 0

会員権評価損 － 6

事務所移転費用 － 69

特別損失合計 119 115

税金等調整前四半期純利益 1,270 1,016

法人税、住民税及び事業税 403 69

法人税等調整額 233 288

法人税等合計 637 358

少数株主利益 14 －

四半期純利益 618 657
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 40,199 49,722

売上原価 34,970 44,326

売上総利益 5,228 5,396

販売費及び一般管理費 ※
 4,523

※
 4,894

営業利益 705 502

営業外収益

受取利息 6 1

受取配当金 0 0

負ののれん償却額 7 9

その他 35 24

営業外収益合計 49 35

営業外費用

支払利息 2 13

為替差損 5 －

リース解約損 5 －

その他 3 13

営業外費用合計 16 27

経常利益 738 510

特別利益

固定資産売却益 4 3

投資有価証券売却益 6 －

特別利益合計 11 3

特別損失

固定資産売却損 5 0

固定資産除却損 6 36

投資有価証券売却損 1 －

投資有価証券評価損 4 －

減損損失 56 －

会員権評価損 － 6

事務所移転費用 － 69

特別損失合計 74 111

税金等調整前四半期純利益 675 402

法人税、住民税及び事業税 143 △11

法人税等調整額 219 306

法人税等合計 362 294

四半期純利益 312 107
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,270 1,016

減価償却費 247 417

減損損失 56 －

のれん償却額 108 214

貸倒引当金の増減額（△は減少） 136 △88

賞与引当金の増減額（△は減少） 27 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 57 53

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △727 △813

受取利息及び受取配当金 △44 △34

支払利息 5 32

固定資産除売却損益（△は益） 17 34

投資有価証券売却損益（△は益） △10 △9

投資有価証券評価損益（△は益） 30 0

会員権評価損 － 6

為替差損益（△は益） － 0

売上債権の増減額（△は増加） 2,740 △279

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,076 1,609

仕入債務の増減額（△は減少） △1,695 △10

その他 581 1,085

小計 1,727 3,234

利息及び配当金の受取額 44 34

利息の支払額 △5 △31

法人税等の支払額 △43 △420

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,723 2,817

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 86 517

有形固定資産の取得による支出 △243 △56

有形固定資産の売却による収入 16 7

無形固定資産の取得による支出 △520 △685

投資有価証券の取得による支出 △8 △5

投資有価証券の売却による収入 169 54

子会社株式の取得による支出 △232 －

その他 195 60

投資活動によるキャッシュ・フロー △537 △108

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 － △2,790

長期借入金の返済による支出 － △225

自己株式の取得による支出 △294 △216

配当金の支払額 △178 △170

その他 △197 △45

財務活動によるキャッシュ・フロー △671 △3,447

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 513 △738

現金及び現金同等物の期首残高 5,837 4,945

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,351

※
 4,206
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　　連結の範囲に関する事項の変更

（１）連結範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社でありました株式会社ハピネット・オンラインは、平

成21年４月１日付で当社を存続会社とする吸収合併により連結の範囲から除外しております。

（２）変更後の連結子会社の数

　　　連結子会社　８社

　

【表示方法の変更】

　　　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　　    （四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「匿名組合投資

利益」は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしま

した。なお、前第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「匿名組合投資利益」は８百万

円であります。

　前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「為替差損」及び「リース解約損」は、営業外

費用総額の100分の20以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示することとしました。なお、当

第２四半期連結累計期間の「為替差損」の金額は０百万円、「リース解約損」の金額は４百万円であります。

　　　　（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示し

ておりました「短期借入金の返済による支出」及び「長期借入金の返済による支出」は重要性が増加したた

め、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第２四半期連結累計期間の「財務活

動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「短期借入金の返済による支出」は30百万円であり、

「長期借入金の返済による支出」は127百万円であります。

　　　当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　　　　（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結会計期間において区分掲記しておりました「為替差損」及び「リース解約損」は、営業外

費用総額の100分の20以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示することとしました。なお、当

第２四半期連結会計期間の「為替差損」の金額は０百万円、「リース解約損」の金額は２百万円であります。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法

　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス

・プランニングを利用する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

 

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 3,613百万円

　

　２　保証債務　

　連結会社以外の会社のリース会社への債務に対し、債

務保証をおこなっております。

　㈱ヤンレイ 　16百万円

　エーブック㈱ 　2百万円

　㈱明林堂書店 　1百万円

　その他19件 　9百万円

　 　29百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額 4,106百万円

　

　２　保証債務

　連結会社以外の会社のリース会社への債務に対し、債

務保証をおこなっております。　

　㈱ヤンレイ 　18百万円

　エーブック㈱ 　3百万円

　㈱明林堂書店 　3百万円

　その他25件 　12百万円

　 　39百万円

　

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費の主なもの ※　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当及び役員報酬 3,645百万円

賞与引当金繰入額 405百万円

貸倒引当金繰入額 150百万円

給料手当及び役員報酬 3,632百万円

賞与引当金繰入額 434百万円
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費の主なもの ※　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当及び役員報酬 1,841百万円

賞与引当金繰入額 156百万円

貸倒引当金繰入額 128百万円

給料手当及び役員報酬 1,824百万円

賞与引当金繰入額 216百万円

貸倒引当金繰入額 1百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 6,355百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △4百万円

現金及び現金同等物 6,351百万円

現金及び預金勘定 4,206百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 －百万円

現金及び現金同等物 4,206百万円

 

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  12,025,000株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 823,125株

３．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月21日

定時株主総会
普通株式 170 15 平成21年３月31日 平成21年６月22日利益剰余金

 

 （２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年11月11日　

取締役会
普通株式 168 15 平成21年９月30日 平成21年12月７日利益剰余金

 

EDINET提出書類

株式会社ハピネット(E02869)

四半期報告書

20/27



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
玩具事業
(百万円)

映像関連
事業
(百万円)

ビデオ
ゲーム
事業
(百万円)

アミュー
ズメント
事業
(百万円)

その他
事　業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売　　上　　高            

(1)外部顧客に対する

売上高
13,2437,92912,4094,945 1,67040,199－ 40,199

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 13,2437,92912,4094,945 1,67040,199－ 40,199

営業利益又は（営業損失） 387 360 395 (101) 24 1,066(361) 705

　

　　当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
玩具事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

ビデオ
ゲーム
事業
(百万円)

アミュー
ズメント
事業
(百万円)

その他
事　業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売　　上　　高            

(1)外部顧客に対する

売上高
14,12116,94712,1884,334 2,13049,722－ 49,722

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 14,12116,94712,1884,334 2,13049,722－ 49,722

営業利益又は（営業損失） 391 (101) 236 270 30 827 (325) 502

　

　　前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
玩具事業
(百万円)

映像関連
事業
(百万円)

ビデオ
ゲーム
事業
(百万円)

アミュー
ズメント
事業
(百万円)

その他
事　業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売　　上　　高            

(1)外部顧客に対する

売上高
23,40916,63723,6719,341 2,99176,052－ 76,052

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 23,40916,63723,6719,341 2,99176,052－ 76,052

営業利益又は（営業損失） 356　 823 646 (28) 33 1,831(604)1,226

　

EDINET提出書類

株式会社ハピネット(E02869)

四半期報告書

21/27



　　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
玩具事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

ビデオ
ゲーム
事業
(百万円)

アミュー
ズメント
事業
(百万円)

その他
事　業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売　　上　　高            

(1)外部顧客に対する

売上高
24,54633,48319,3958,565 3,83889,829－ 89,829

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 24,54633,48319,3958,565 3,83889,829－ 89,829

営業利益又は（営業損失） 681　 (63) 420 462 68 1,570(639) 930

（注）１．事業の区分は、商品の種類、性質、販売方法、販売市場等の類似性を考慮して区分しております。

２．従来「映像関連事業」として事業区分をしていたものを、第１四半期連結会計期間より「映像音楽事業」と

名称を変更いたしました。この変更は、平成21年３月10日付で株式会社ウイントの株式を取得し、子会社化し

たことにより、当社グループの音楽事業の重要性が高まったためであります。なお、この変更による損益に与

える影響はございません。　

３．各区分に属する主要な商品

事業区分 主要商品

玩具事業 男女児一般玩具等

映像音楽事業 映像・音楽ソフト等

ビデオゲーム事業 ゲーム機、ゲームソフト等

アミューズメント事業 アミューズメント機器・景品等

その他事業 雑貨、トレーディングカード等

　

　

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

　　

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至

平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

　　

EDINET提出書類

株式会社ハピネット(E02869)

四半期報告書

22/27



（有価証券関係）

その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものではなく、かつ、前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が認められないため、該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　対象物の種類が通貨及び金利であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものではなく、

かつ、取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、該当事項は

ありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　　　当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。 

 

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,646.64円 １株当たり純資産額 1,599.08円

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 52.69円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

１株当たり四半期純利益金額 57.95円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（百万円） 618 657

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 618 657

期中平均株式数（千株） 11,745 11,352
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 26.74円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

１株当たり四半期純利益金額 9.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（百万円） 312 107

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 312 107

期中平均株式数（千株） 11,694 11,333

　

（重要な後発事象）

        該当事項はありません。 

 

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行なっておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は

前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

 

２【その他】

　　平成21年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(１）中間配当による配当金の総額……………………168百万円

　(２）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

　(３）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月７日

　　（注）　平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成20年11月６日

株式会社ハピネット

取締役会　御中
 

東陽監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　光一郎　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 野口　康夫　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハピネット

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハピネット及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月５日

株式会社ハピネット

取締役会　御中
 

東陽監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　光一郎　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 野口　康夫　　　印

　

　
指定社員

業務執行社員　
　 公認会計士 宝金　正典　　　印

　

　 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハピネッ

トの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハピネット及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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